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第５節　合意理論と他の諸規範との関係
第１項　「信頼」および「公平性」に関わる諸規定
　本章では、当事者の意思を重視し、契約の基礎を「合意」におく1951年
成立のUCC第２編の契約法理が、2003年の同編改正においても基本的に維
持されていることを確認するために、改正第２編の下、契約の成立、契約
の方式、および、契約の解釈に関わるルールがどのように規律されている
かを検討してきた（第３章第１～４節）。
　しかし他方で、UCCには、「信義誠実」（good faith）や「禁反言」（estoppel）
に代表される「信頼」に関わる規範や、「非良心性」（unconscionability）の
ように「公平性」に関わる規範も存在する。これらは契約当事者らの「意思」
や「合意」といった自律的な規範とは異なる他律的な規範として位置づけ
られる。
　以下では、これらの他律的な規範を定めるUCCの諸規定の改正点を指摘
した上で（第２項、第３項）、これらがUCC第２編の合意理論とどのような
関係に立つかを明らかにする（第４項）。
第２項　UCC第２編における「信頼」の位置づけ
（１）　信義誠実
　1951年のUCC成立時から「信義誠実」に関わる規定は存在した。第１編
には「定義」（第1‒201条（19）項）と「信義誠実義務」（第1‒203条）に関す
る規定が置かれ、第２編には、同編における信義誠実の「定義」規定が置
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かれたほか（第2‒103条（1）項（b）号）、特定の条文において信義誠実への言
及がなされていた353）
　従来、信義誠実という概念に消極的、懐疑的であった英米法系諸国にお
いて、はじめてそれをUCCに明文化したことが、その後のアメリカ契約法
学における信義誠実概念導入の契機となった。その後、UCCを拠り所とし
て信義誠実に関する判例法が形成されるようになり、また、1981年の第二
次契約法リステイトメントにおいても同様の規定が盛り込まれることとな
る354）。他方、学説では、信義誠実の概念や判断基準をめぐる論争が繰り広
げられた355）。
　以下では、第１編および第２編で規定される「定義」規定と、第１編の
「信義誠実義務」に焦点を当てながら、今回の改正における変更点とともに、
UCCにおける信義誠実の位置づけを明らかにしよう。
（ａ）　定義
　UCCにおける信義誠実の定義規定は以下の通りである。
改正第1‒201条〔一般定義〕
「（b）（19）（20）『信義誠実』とは、第５編で別に定められた場合を除き、行為また
は取引において事実として誠意があること、および、公正取引という合理的な商
業上の基準を遵守することを意味する。」
改正第2‒103条〔定義および定義の索引〕：
「（1）本編において、異なる解釈が要求される場合を除き、
（b）「商人が『信義誠実』であるとは、取引（trade）において、事実として誠意
があること、および、公正取引という合理的な商業上の基準を遵守することを意
味する。」
〔注（Legislative Note）：この「信義誠実」の定義は、特定の法域が改正第１編を
制定した場合には採用されるものではない。〕
　2001年のUCC第１編改正により「信義誠実」の定義は以下の点で変更を
受けた。すなわち、第１編・第２編が改正される以前は、旧第1‒201条19項
が「信義誠実」を「事実として誠意があること」と定義づけており、旧第2
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‒103条１項（b）号は「信義誠実」を「事実として誠意があること、および、
公正取引という合理的な商業上の基準を遵守すること」と定義づけていた。
それに対して、今回の第１編の改正により、第２編のみに適用されていた
「客観的な商業的合理性」を他編にも適用可能なものとするために、旧第2‒
103条１項（b）号の文言が改正第1‒201条20項に盛り込まれた。また、第２編
の改正により、第2‒103条１項（b）号は、①信義誠実の適用が商人間の取引
に限定されないこと、また、②改正第１編を各州が採択した場合には採用
されないことが明記された。
　改正第１編において信義誠実の定義が拡張された理由は極めて単純であ
る。すなわち、UCCを構成する編において、元々、「事実としての誠意」と
いう狭義の定義にとどめていたのは第１編と第５編だけであって、第２編、
第2A編、第３編、第４編、第4A編、第８編、および、第９編は、すべて「事
実として誠意があること、および、公正取引という合理的な商業上の基準」
という広義の定義を採用していたのである356）。UCC全編への適用が予定さ
れる総則規定たる第１編が、この点に関する主流派に合わせるべく改正さ
れたのは当然だといえよう357）。
　それでは、改正第１編において広義の信義誠実の定義を採用したこと、
すなわち、信義誠実の定義に「公正取引という合理的な商業上の基準を遵
守すること」という要件を追加したことに、いかなる意義が認められるの
であろうか。「商業上の基準」が問題となるのは、契約の一方当事者が自ら
の裁量で行った行為に対して、他方当事者が、その行為が合理的な商業上
の基準を遵守していないと主張するような場合である358）。だが、UCCでい
う信義誠実とは、あくまでも当事者らに対して「合理的な商業上の基準」
に照らして公正に取引することを要請するにすぎず、その違反が何らかの
独立した義務を構成するものではないことは、次に取り上げる第1‒304条で
も明らかにされている。「公正取引という商業上の基準の遵守は、注意義務
の要件とは同義ではない」のである359）。
　結論として、改正第１編における「信義誠実」規定の意義は以下のよう
にまとめられよう。UCCに信義誠実が導入されて以来、学説においてその
概念を明らかにしようという試みがなされてはいるものの、必ずしもその
試みは成功しているとはいえない360）。それは今回の改正作業においても克
服できなかったようである。WhiteとSummersは以下のように指摘する。
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　「『信義誠実』の定義におけるこの変更は、裁判所が、その改正前の狭義
の定義の下でこの用語を取り扱う際に直面するあらゆる諸問題を解決しそ
うもない。裁判所と学説は、何が信義誠実に基づく履行で、何がそうでな
いかを判断するのに困難に直面しており、そして、裁判所に指針を付与し
うる基準に合意することにほとんど成功していない。この改正された定義
がこの困難を何らかの方法で解決に役立つことはなさそうである。」と361）。
（ｂ）　信義誠実義務
　2001年のUCC第１編改正に伴って、UCC第1‒203条〔信義誠実義務〕は、
第1‒304条〔信義誠実義務〕に移された。しかし、文言はほとんど変更され
ていない。ここで確認しておくべき点は、同条で定める信義誠実義務の適
用範囲である362）。
改正第1‒203304条〔信義誠実義務〕：
「本法［統一商事法典］の対象とする契約または義務について、その履行または履
行の強制においてこれを信義誠実に行う義務を負う。」
　同条によれば、信義誠実義務の適用範囲は、「履行または履行の強制」の
場面に限定される363）。従って、契約交渉や契約成立の場面で信義誠実の原
則は適用されない364）。このことは、UCCにおいて、信義誠実が契約上の義
務を創出させる規範ではないことを意味している。また、同義務の適用は
履行や強制の場面に限定されているわけだが、その場合でも、信義誠実義
務に違反したことが「独立した訴訟原因を提供するものではな」く、「独立
した違反と構成されうる公平性および合理性という別個の義務を創出させ
るもので」もないことに注意が必要である365）。信義誠実の原則は「たんに、
裁判所に対して、商業上のコンテクストの中で、成立、履行および強制さ
れた契約を解釈することを指示するにすぎないもの」なのである366）。
　なお、信義誠実義務の一般規定である第1‒304条のほかに、改正前のUCC
第２編には同義務に言及する13 の条文が存在する（改正後は12 の条文）367）。
この一般規定と特別規定の関係につき368）、個々の特別規定は一般規定たる
第1‒304条の特則であり、第1‒304条は「本法の対象とする契約または義務
について一般的に適用される」と解されている369）。
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（２）　約束的禁反言
（ａ）　判例法による約束的禁反言の法理の発展
　約束的禁反言（promissory estoppel）の法理は370）、元々、「過去の言動に
矛盾する主張を禁止する」というエクイティ上の法理に起源を有するが、
約因の交換理論の下では保護されえない無償約束を対象に、その約束を信
頼した当事者に一定の救済を認めるために登場した。その後、同法理は、「無
償約束の保護」という目的から、次第に、その適用範囲を有償約束の領域
に拡張していく。すなわち、①伝統的な申込承諾ルールでは対処し得ない
「契約交渉の不当破棄」に対する責任を認めることの必要性、また、②約因
が提供されないかぎり申込はいつでも撤回可能であるが、その申込を信頼
して不利益を被った当事者を保護する必要性、さらに、③詐欺防止法上の
複雑かつ厳格な諸要件を満たさない約束を信頼して不利益を被った当事者
を保護する必要性が問われることとなり、これらの場合につき、裁判所の
多くは、契約当事者の約束に対する正当な信頼を保護し、その根拠として
「約束的禁反言の法理」を援用してきた。
（ｂ）　旧UCC第２編と約束的禁反言
　「禁反言」は、第1‒103条（b）項の下、「UCCの特定の条項で排除されてい
ない限り」、UCCの諸規定に適用される。しかし、改正前のUCC第２編は、
約束的禁反言の法理の適用に消極的であった。この点は、前稿において
UCC第２編の起草者意思や起草過程の分析を通じて詳しく論じたので371）、
以下では要点をまとめるのにとどめよう。
　まず、起草者Llewellynは、「信頼はあらゆる商取引における暗黙の前提で
ある」と考えており、UCC第２編において約束的禁反言の法理の適用を極
力排除していたことが窺える。例えば、契約の成立についての一般規定を
定める第2‒204条の起草に際しては、裁判所が契約の成否を決定する基準は
「事実上の合意」の存在であって、「信頼に基づく行為」は合意の存在を裏
づける限度においてのみ考慮されるとした。また、申込・承諾を定める第2
‒206条の起草においては、契約を成立させるものは、申込を承諾するとい
う被申込者の意思を明確にする行為であり、信頼に基づく行為は契約を成
立させる根拠とはならないと主張していた。申込の撤回について定める第2
‒205条については、申込への信頼を根拠に、申込が強制可能（撤回不可能）
とされるのではない。申込を撤回不可能なものとするには、申込が現実に
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行われたことの証明として、署名された書面が要求されるのである。詐欺
防止法を規定する第2‒201条については、Llewellynは、当事者間の合意を書
面に残す詐欺防止法の趣旨は合意理論と合致すると考えており、また、同
条における詐欺防止法の要件緩和により、約束的禁反言を適用させる必要
性を縮減させ、さらに、約束的禁反言が適用されやすい状況に対して予め
制定法上の保護を提供するような工夫をした。
（ｃ）　改正UCC第２編と約束的禁反言
　2003年の第２編改正では、特に約束的禁反言の法理の導入の是非をめぐ
る議論はなく、少なくとも上述した第2‒204条、第2‒205条、および、第2‒
206条においては同法理の導入、拡張を意図した改正はなされていない。唯
一の例外は、詐欺防止法を定める第2‒201条である。前述のように、旧第2‒
201条第１項の「本条に別段の定めがある場合を除き」という文言が削除さ
れた結果、詐欺防止法の要件を満たさない契約に対して約束的禁反言を適
用させる余地が認められた（本章第３節第２項参照）。その結果、同法の「記
録（書面）」要件を満たさず、強制可能なものとはされない契約であっても、
約束的禁反言を適用することによって、当該契約を強制させうることと
なった。もっとも、同法で要求される「記録（書面）」は、契約の成立要件
ではないため、約束的禁反言の適用が直接的に契約上の義務創出の根拠と
なるわけではない。
第３項　UCC第２編における「公平性」の位置づけ
（１）　非良心性の法理
（ａ）　UCC第2‒302条
　非良心的と認定された契約または契約条項を全部または一部無効としう
る。この法理はエクイティにおいて生成・発展してきたものだと理解する
のが一般的であるが372）、その存在意義や判断基準をめぐって判例・学説の
注目を浴びるようになるのは20世紀に入ってからである。アメリカ合衆国
では、1951年に成立したUCC第2‒302条に「非良心的契約または条項」の明
文規定が挿入されたことがその契機とされる。同条は以下のように定める。
改正UCC第2‒302条〔非良心的契約または条項〕： 
「（1）裁判所は、法律問題として、契約または契約中のいずれかの条項が契約締結
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時において非良心的なものであったと認定した場合には、契約の効力を否認する
こと、または非良心的な条項を除いて残りの部分の契約の効力を認めること、ま
たは非良心的な結果を避けるために非良心的な条項の適用を制限すること、のい
ずれかを行うことができる。
（2）契約もしくは契約中のいずれかの条項が非良心的なものであるという主張が裁
判所に対してなされたとき、または裁判所がそのような疑いがあると認めたとき
は、裁判所はその判断に資するべく、当事者らに対して、取引上の背景、目的お
よび効果に関する証拠を提示する合理的な機会を与えなければならない。」373）。
　しかし、この条文の文言から理解できることは、非良心的と認定された
契約または契約条項を全部または一部無効としうるということだけである。
何が「非良心的」であるかについては、定義づけがなく、同条のコメント
をみても、極めて一般的な指針を提供しているにすぎない374）。そのため、
同法理の存在意義と判断基準をめぐって、1960年代末から1970年代にかけ
て、学説から様々な主張が出された375）。その中で、その後の判例・学説に
おいて幅広く支持された判断基準として、「手続的非良心性・実体的非良心
性」がある。
（ｂ）　手続的非良心性・実体的非良心性
　非良心性は、しばしば「一方当事者の側に重要な選択がなく、他方当事
者には不合理に有利な契約条項を伴っていること」と定義される376）。この
定義を前提として、前者の「重要な選択の欠如」という契約締結過程に関
する部分が手続的非良心性であり、後者の「不合理に有利な契約条項」と
いう契約締結内容に関する部分が実体的非良心性である。
　手続的非良心性でいう「重要な選択の欠如」とは、「厳しい取引実務の状
態、極小の活字体（fine print）、複雑で理解しにくい言葉、理解の欠如、お
よび交渉力の格差」などの諸要素を広く包含する377）。もっとも、交渉力の
格差だけでは、非良心的と判断されるのには十分ではない378）。UCC第2‒
302条のコメント１でも、「この原則は威圧（oppression）および不公正な不
意打ち（unfair surprise）を防止することにあり、そして、交渉力に優るこ
とを理由としたリスク分配を妨害することにあるのではない。」と述べられ
ており379）、非良心性に基づく契約への介入目的が、交渉上の地位の不均衡
の是正にあるわけではない。手続的非良心性を理由に契約への介入が正当
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化されるのは、あくまでも、当事者間に真の合意が欠如しているためであ
る380）。
　これに対して、実体的非良心性でいう「不合理に有利な条項」とは、現
実に生じた損害と比べて「余りに不均衡があるために、良心に反するもの
か、または『途方もなく過酷』なものとみなされなければならない」こと
を指す381）。そして、裁判所は、「実体的非良心性と手続的非良心性の両方に
関するあらゆる諸要素を比較検討した上で、その契約は全体としての不均
衡を理由として非良心的なものである」と判断する傾向にある382）。
　この手続的非良心性と実体的非良心性との関係をどう理解するかは困難
な問題である。両者が必然的に組み合わさっており、明確に区別できない
ケースも多い。その場合には、一方が提示されていれば、もう一方は要求
されないことが一般に認められている383）。
　以上のように、判例・学説において、一定の範囲で、非良心性の概念や
判断基準が明らかにされてきている。だが、UCC第２編の改正作業において、
これらの成果、特に、手続的・実体的非良心性という二分法に基づく判断
基準をUCC第2‒302条と調和、または同条に反映させようとする試みはなさ
れなかったようである384）。
（２）　UCCの改正作業中に問われた課題
（ａ）　第１編への非良心性法理導入の試み
　結果的には実現しなかったが、第１編の改正作業中に、第２編（§2‒
302）や第2A編（§2A‒108）に見られる非良心性の法理が、UCC全体に適
用できるほどに一般的に成熟したとみて、第１編に同法理を導入しようと
いう試みが当初存在した385）。
　改正第１編の最初の完成草案（1997年２月草案）において、新設された
第1‒306条は386）、実質的に第2‒302条を受け継いだ内容であり、UCCで規律
されるあらゆる取引に対して非良心性の法理を適用することを目的とした
ものであった。同条に対する改正メモ（revision note）によれば、「この決
定は、…第二次契約法リステイトメント第208条の下で契約一般に非良心性
の法理を適用する約20年に及ぶ経験に照らして、また、カリフォルニア民
法典第1670.5条の下での同様の経験に照らして、統一商事法典における同
法理の適用を売買とリースに限定させる説得力のある理由はもはや存在し
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ないという政策決定を反映したものである。」387）。
　しかし、この新設条項に対しては、消費者団体からの支持は見られたも
のの、非良心性の法理をUCC全編に適用可能なものとすることへの意見の
一致が見られず、わずか２ヶ月後の1997年４月草案では、新設条項はかぎ
括弧に含まれ、その暫定的な性質を暗示させることとなり388）、最終的には、
1999年11月のALI草案において削除されることとなった389）。
（ｂ）　第２編における非良心性法理の改正案
　UCC第２編の改正作業においても、当初、既に存在する第2‒302条の内容
を大幅に変更する提案が出され、それをめぐって事業者団体と消費者団体
との間で激しい議論が展開された。それは、UCC第２編において、標準書
式契約（約款）の採用規制と内容規制をめぐるルールの導入を試みたとこ
ろに端を発した。
　1995年10月草案の段階では、草案第2‒206条において、商人間の契約と消
費者契約それぞれに対して標準書式契約の採用規制に関するルールが提示
された。前者の商人間契約につき、標準書式への同意が、それを検討する
機会を得た後で表示された場合には、それが非良心的なものである場合を
除いて、当事者間で採用されたものとした（同条（a）（c）項）390）。後者の消費
者契約については、ユニドロワ国際商事契約原則（PICC）の第2.20条の「不
意打ち条項」に関する規定を模範として391）、「消費者が…同意を表示した標
準書式中の条項は」、「明示的に合意している場合」を除いて、「それが当該
当事者の合理的に予期し得ないものである場合には、契約の一部とならな
い。」との規定が置かれた（同条（b）項）392）。
　その後、1999年７月草案の第2‒105条では、標準書式契約の採用規制の側
面が消え、非良心性を理由とする内容規制に関する規定が、商人間の契約
と消費者契約それぞれに提示された393）。すなわち、商人間の契約に対して
は、「裁判所は、法律問題として、契約または契約中のいずれかの条項が契
約締結当時において非良心的なものであったと認めた場合には、契約の効
力を否認すること、非良心的な条項を除いて残りの部分の契約の効力を認
めること、または非良心的な結果を避けるように問題の条項の適用を制限
すること、のいずれかを行うことができる。」とした（同条（a）項）。また、
消費者契約については、「消費者契約において、標準書式の記録上の交渉し
ていない条項が非良心的なものでその効力が否定されるのは、当該条項が
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次のようなものである場合である。（1）契約の基本的な目的を消失させるも
のである場合、（2）第2‒202条の適用の下、両当事者が明示的に同意したそ
の他の重要な条項に矛盾するものである場合、又は、（3）状況に照らして明
らかに非合理的なリスク又はコストを消費者に課すものである場合」とし
た（同条（b）項）394）。
　しかし、この同条（b）項の提案に対しては産業界からの猛反発があり395）、
結局のところ、標準書式契約の採用・内容規制そのものを規律するルール
が撤回され、従来どおりの「非良心性の法理」が復活することとなった。
改正前と変わりのない「非良心性の法理」を定める改正第2‒302条において、
唯一、改正作業中の議論を踏まえて導入されたのは、同条コメント１にお
ける「裁判所は、争点とされる契約が標準書式による場合には特に慎重で
あらねばならない。」という一文だけであった396）。
（３）　UCCと消費者保護
　以上のように、改正作業の過程では、直接的に消費者契約を規制する動
きが存在したわけだが、結局、従来通りの「非良心性の法理」による解決
で対処することとなった。このことは、UCCが消費者保護の要請をどのよ
うに捉えているかを判断する材料ともなる。
　1951年成立のUCC第２編の構想段階では、起草者Llewellynとその妻であ
り副起草者の立場にあったSoia Mentshikoffが「商人（merchant）」による
取引と「非商人（non-merchant）」による取引につき、それぞれ異なる規律
を設けることを構想していたことは広く知られているが397）、この構想は多
くの反対を受けて挫折し、結果的に、商人に対してのみ適用される「商人
ルール（merchant rules）」が幾つかの諸規定に散見されるにとどまった398）。
その後、UCC成立と時期を同じくして、アメリカ国内で消費者保護の要請
が高まり、消費者保護に関わる判例法や制定法が整備されていく中で399）、
UCCは一貫して消費者保護の問題には冷淡であったといわれる400）。1990年
代に開始された第２編の改正作業は、UCC成立以来、同法典と消費者保護
の関係を再考する機会となったわけだが、上述の標準書式契約の規制をは
じめとして、起草メンバー間の見解の不一致、主として、事業者側の代表
と消費者側の代表との対立を理由として401）、消費者保護規定の導入が見送
られたわけである402）。
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　その背景には、UCCという法典が生み出された最大の目的、すなわち「州
法の統一化」という要請に照らすと、消費者保護という「物議をかもす
（controversial）」ような争点を安易に取り込むべきではないという政治的配
慮が働いたことがまず挙げられよう403）。また、UCC第２編の諸規定の多く
は「契約自由の原則」を基調とした任意規定であり、そこに消費者保護規
定を盛り込むことは、従来の柔軟な紛争解決ルールを提供しようとする第
２編の本質と抵触することになる404）。以上のように、UCCの目的と本質に
照らして、消費者保護の要請は基本的にUCCと相容れないものである。
第４項　小括および検討
　以上のことから、UCC第１編および第２編における「信頼」および「公
平性」に関わる諸規定は、今回の改正により実質的な変更を受けていない
と評価できる。最後に、これらの諸規定とUCCの合意理論がどのような関
係に立つかを明らかにしよう。
（ａ）　信頼に関わる規範と合意理論との関係
　合意を基礎とする契約法理を実践するUCCにおいても、「信義誠実」や「約
束的禁反言」といった信頼に基づく諸規範の適用を認める規定が存在する。
しかし、それらが、合意に代わって、契約上の義務を創出させる機能を担
うわけではないことに注意が必要である。改正第1‒304条（旧第1‒203条）
は、UCCの下で規律されるあらゆる契約または義務につき、「その履行およ
び強制において」これを信義誠実に行う義務を負うと規定している。この
ことは、信義誠実が、契約交渉や成立の場面では適用されず、契約上の義
務を創出させる根拠とはなりえないことを意味している。また、改正第1‒
103条（b）項の下、UCCの特定の条項で排除されていない限りは、信頼に基
づく義務の創出を具体化させる約束的禁反言の適用可能性が認められる。
しかし、第２編においては、約束的禁反言が適用されやすい場面に対して
あらかじめ別の解決方法を用意し、結果的に、同法理の適用可能性を狭め
るように意図的に起草されている405）。
（ｂ）　公平性に関わる規範と合意理論との関係
　UCC第2‒302条に規定された「非良心性の法理」は公平性という規範を具
体化したものと位置づけられる。もっとも、同条は「非良心性」の定義に
は沈黙しており、その後の判例法は、「手続的・実体的非良心性」という区
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分の下、契約または契約条項の規制を展開してきた。しかし、ここで注意
すべきことは、裁判所により「非良心性の法理」が適用されるのは、「合意
理論」に基づいて有効に成立した契約またはその中の契約条項に対してで
ある。契約上の義務を創出させる契約の成立段階において、実質的公平性
という規範は考慮されない。すなわち、「第2‒302条は『良心的な』または
公正な契約を保証しないが、非良心的な条項および契約のみを締め出すこ
とを目的として設計されている」のである406）。
（ｃ）　UCCにおける他律的規範の位置づけ
　以上のように、UCCには、信頼および公平性の規範を具体化した諸規定
がそれぞれ盛り込まれてはいるものの、それらは合意に代わる契約の基礎
を提供するものではない。この点につき、Rosenが興味深い指摘をしている。
少し長いが引用しよう。
　「…、信頼および実質的公平性といった契約上の義務を創出させる代替的
な基礎は、完全に放棄されたのではなかった。」、「それにもかかわらず、合
意理論に対する代替的な理論は共に、同法典の下で厳しく主流から排斥さ
れてきた。第２編により創出された法理上の諸道具全体がほぼ合意理論ア
プローチを稼動させている一方で、実質的公平性と信頼はそれぞれ孤立し
た法典の諸規定に格下げされている。さらに、これらの諸規定のそれぞれ
は、合意理論を稼動させる『伝統的な』ルールの適用が不適当な結果に帰
着するであろうときにのみ援用されるエクイティ上の法理として機能する。
例えば、実質的に公正な交換を要求するよりむしろ、同法典の非良心性の
規定は、完全なる実質的な不公正を回避するための一時しのぎの装置とし
てのみ機能する。すなわち、第2‒302条は、その条項の下、裁判所が非良心
性を発見する契機となるにすぎない。要約すれば、合意理論に対する代替
的な理論は、法的に、知的に、かつ倫理的に、主流から排斥されてきたの
である。それらは合意理論によって取りこぼされたものを綺麗に掃除はす
るが、義務を創出させる同等の理論として取り扱われることはない。」407）。
　このように、UCCという法典の中では、信頼や公平性に関わる諸規定は、
契約の成立、契約の方式、および、契約の解釈に関わる諸規定から導き出
される「合意を基礎とする契約法理」とは孤立する形で存在しているので
ある。
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第４章　総括
第１節　はじめに
　本章では、これまでの議論を総括した上で、わが国の議論への示唆とな
り得る部分を提示する。以下では、まず、今回のUCC改正作業に対する総
合的な評価を行う（第２節）。次に、法典としてのUCCの評価を行い、UCC
の思考様式や適用範囲を明らかにする（第３節）。以上の作業を踏まえて、
「改正UCC第２編における『合意』を基礎とする契約法理」の評価と日本法
の議論において参考となる点を明らかにする（第４節）。最後に、これまで
の研究の到達点と残された課題を提示して結語とする（第５節）。
第２節　改正作業に対する総合的な評価
第１項　改正後の経緯
　本稿の第２章第１節第３項で述べたように、約15年間に及ぶUCC第２編
の改正作業の過程では、①情報取引や電子商取引といった現代型取引への
対応、②詐欺防止法の廃止案、③消費者契約を直接規律するルールの創設
といった、従来の第２編の性質を変容させうる様々な提案が出された。し
かし、結局は、改正途中の1999年に「ゆり戻し」が起こり、最終的に提出
された2003年版の第２編は、従来の第２編の契約ルールに最小限の変更を
行うにとどめた。
　その後、改正第２編は、現在もなお、どの州議会においても採択されて
いない。この事態を受けて、2011年５月17日、UCCの常設編纂委員会（PEB）
による公式の勧告を受けて、統一法委員会（ULC；Uniform Laws 
Commission）とアメリカ法律協会（ALI）が2003年版第２編への支持の撤
回（withdrawl）を表明し408）、2011年‒2012年のオフィシャル・テキストに
おいても、1951年当時の第２編が復活するに至った（2003年版第２編は「補
遺」（Appendix）に収められている）。また、2003年版第２編の撤回による
今後の取引実務への影響や、同編の改正作業の意義、教訓、反省点を振り
返るシンポジウムも既に開催されている409）。従って、改正作業そのものが
失敗に終わったとも評価できるが、見方を変えれば、改正前の元々のUCC
第２編が現代においても十分に通用、かつ機能しているとも理解できる410）。
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UCC第２編の合意理論に見出される最大の特徴は、契約の拘束力の基礎を
「合意」に求めつつ、その優位性を認めながらも、その合意を支える様々な
補完装置が用意されていることにある。しかも、その内容と思考様式には、
以下に論じるとおり、1951年に成立したUCC第２編と、2003年に改正され
た同編との間に、大きな変更がない。
第２項　個々の諸規定に関わる修正について
　本稿では、改正UCC第２編の合意理論を評価するための前提作業として、
まず第２章で、第２編の適用範囲（改正第2‒102条）、UCCと他法との関係
（改正第2‒108条）、また、UCCとコモン・ロー、エクイティ、商慣習法との
相互関係（改正第1‒103条）を規律する諸規定を取り上げ、UCC第２編の構
造と思考様式を論じた。次に第３章では、合意理論を裏づける「契約の成
立」（改正第1‒201条（3）（12）、改正第2‒106条、改正第2‒204条、改正第2‒
206条、改正第2‒207条、改正第2‒211～2‒213条）、「契約の方式」（改正第2‒
201条、改正第2‒202条）、「契約の解釈」（改正第1‒303条）に関わる関連規
定の分析を行い、さらに、その周辺に位置する「信頼や公平性」に関わる
諸規定（改正第1‒201条（20）、改正第2‒103条、改正第2‒302条）について
論じた。
　これらの諸規定につき、改正前と改正後の条文を対比させることでその
変更点を明らかにしたが、その多くは、条文の統合や移動、文言の修正に
留まる。無論、個別の諸規定において内容に関わる一定の追加・修正が見
られた部分もあるが、そのことは「UCCの合意理論の評価」に特段の影響
を与えるものではない411）。合意を基礎とする契約法理を維持し、その実現
のために第２編が採用するアプローチや思考様式は、改正前後で変わらな
いのである。
第３項　現代型取引への対応について
　もっとも、現代の商取引に対応するべく第２編の契約ルールを最新のも
のにすることが第２編改正の一つの大きな目的であった。前述のとおり、
PEBやALIは2003年改正第２編への支持を撤回し、公式テキストにおいても
改正前の第２編が復活するに至ったわけだが、そのことが、UCC第２編の
現代型取引への対応に影響するか否かついて検討しよう。
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　2003年版UCC第２編において新設された第2‒108条は、同編で規律対象と
される取引として、①継続的取引、②消費者取引、および、③電子商取引
を挙げる（本稿の第２章第３節参照）。2003年版の撤回により、改正前の同
編に基づき、これらの現代型取引が規律されうるのであろうか。
　まず、継続的取引については、そもそも改正前の第２編が、一回的、単
発的な物品売買に限られない多様な取引を規律対象としうることは、従来
の第2‒102条で同編の適用範囲を「物品に関する取引」と定めているところ
から明らかである。次に、消費者取引についても、やはり第2‒102条を根拠
として、従来の第２編は、商人取引だけでなく、消費者取引にも適用され
うる。これに対して、電子商取引に関しては、2003年改正において、第２
編が当該取引にも対応できるように、特定の文言が電子的媒体にも適用さ
れるべく再定義され（例：「書面」から「記録」へ）、また、電子商取引を
規律する幾つかの実体的な規定が設けられた（第2‒204条４項、第2‒211～2
‒213条）。上述の撤回により、改正前の第２編が復活するとなれば、電子商
取引への規律は難しいことになる。
　しかし、翻って考えてみれば、改正前後を問わず、第２編が規律する内
容はそもそも限定されている。UCC第２編は、元々、契約の成立、方式、
解釈、履行、違反、救済といった一般契約法レベルの問題のみを取り扱う
ことが予定されており、今回の改正作業では、その限られたUCC第２編の
ルールを現代型取引にも適用可能なものとすることを試みたにすぎない。
フランチャイズ契約や消費者契約をめぐる規制や特有のルールは、UCC以
外の州法や連邦法により規律されることが当初から予定されている（新設
された改正第2‒108条はそれを確認した規定にすぎない）。また、電子商取
引に関わる実体的規定を新設した目的は、既存のUCC第２編の諸規定を電
子的な環境にも適合させることにあった。そして何よりも、電子商取引を
めぐる特有のルールは、第２編改正前に成立しほぼ全州で採択された統一
州法（UETA）、また、連邦電子署名法（E-Sign）により規律されることに
なった。さらにいえば、第２編改正作業の前半で争点とされた情報ライセ
ンス契約もまた、別の統一州法（UCITA）で規律されることとなったので
ある。UCCと同じ目的を有するこれらの統一州法が制定されたことによっ
て、現代型取引を規律する要請それ自体は満たされているのである。
　なお、改正前の第２編が復活したとしてもなお、従来の第２編の条文を
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拡張・類推解釈することで対応する可能性も残されているが（本稿の第2章
第４節第１項参照）、その必要性は見出しにくい。また、UCC第２編の適用
範囲から外れたとはいえ、これらの取引がUCCの契約法理と無縁になった
とも言い切れない。例えば、本稿の第２章第４項でも言及したように、
UETAは、UCC第２編とほぼ同趣旨の「契約」と「合意」の定義規定をおき、
また、契約の成立に関する基本的なルールも第２編を踏襲しているのであ
る。
第３節　法典としてのUCCの評価
第１項　UCCの思考様式
　本稿の第２章第４節、また別稿でも詳しく論じたが412）、判例法を第一次
的な法源とし、制定法を第二次的法源とする英米法系諸国においては、主
要な法原則は判例法により形成され（判例法主義）、制定法は、主として判
例法のルールを修正、補完する役割を担う。法典（Code）についても、そ
れは判例法の「部分的法典化」（partial codification）を意味する。ところが、
アメリカ各州の法律の統一化を促進するために作成された統一法である
UCCは、各州議会により採択されてはじめて「法律」となるわけだが、採
択前のいわばモデル法たるUCCに見出される法典化の意味と手法は従来の
それとは異なるものである。
　すなわち、UCCには、それが制定された当時には予期しなかった法的問
題が登場したとしても、それに対応できるだけの自律的な法形成を促す機
能がある。UCCは、法の欠缺に際して、法典の目的・方針に照らして拡張・
類推解釈を行なうことを推奨し（改正第1‒103条（a）項、改正前の第1‒102
条）、また、合理性、信義誠実、非良心性といった一般的な指針（スタンダー
ド）を提供し、それに基づく個別の契約紛争の解決を促している。
　以上のように、法典に含まれる一般条項（スタンダード）の積極的な運
用を促し、法典の解釈を通じて、判例法の役割に期待するというUCCの姿
勢は、従来の英米法系諸国における法典（法典化された制定法）には見出
されなかったことである。
第２項　UCCの適用範囲
　次に、UCC第２編の規律対象、すなわち同編の適用範囲を視野に入れた
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場合、それは、あくまでも「物品売買契約」を規律するにとどまり、従って、
上記の第２編に見出される契約法理は、わが国でいう「動産売買契約」に
関してのみ参考となりうる、との批判があり得よう。しかし、本稿の第２
章第２節で論じたように、第２編の略称こそ「売買」であるが（第2‒101条）
413）、その第2‒102条は、第２編の適用範囲を「物品に関する取引」と定める。
そして、判例法は、この適用範囲を緩く捉え、また、拡大解釈する傾向に
ある。すなわち、ここでいう「物品に関する取引」は単発的なものだけで
なく、リース契約、販売代理店契約やフランチャイズ契約などの継続的取
引をも包含する。さらに、判例法は、「物品とサービス」、「物品と情報」な
どの混合的な契約をも第２編の射程に含める。
　従って、UCC第２編は、単発的な物品（動産）売買に限られない、多種
多様な取引を規律しており、そこに内在する契約法理は一般契約法の議論
において参考となりうるものである。1951年に成立した第２編が、その後、
契約法の一般原則を定めた第二次契約法リステイトメント（1981年成立）
の内容に多大な影響を及ぼしたことも、そのことの裏づけとなりうるもの
である。
第３項　UCCの限界
　まず、UCC第２編そのものの規律内容から生じる制約がある。前述のよ
うに、UCC第２編は、契約の成立、方式、解釈、履行、違反、救済といっ
た一般契約法レベルの問題のみを取り扱う。契約の有効要件（錯誤、不実
表示、詐欺、強迫）や代理といった問題は414）、そもそも第２編で規律され
ていないのである。
　また、「一般契約法に対する消費者保護の要請」という問題については、
UCCは消費者取引も規律対象とするが、消費者保護を主たる目的としてい
るわけではない（本稿の第３章第５節第３項（３）参照）。今回の改正作業
中には、より直接的な消費者契約に対する規律（具体的には、約款の採用
規制）が模索されたが、結局のところ見送られた。UCCに課せられた本来
的使命である①「州法の統一化」という要請、②契約自由の原則の要請、
③任意規定の尊重、また、④柔軟な紛争解決ルールの提供という目的に照
らして、UCCと消費者保護の要請は相容れない関係にある。
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第４節　合意理論の評価
第１項　合意理論の構成
（１）　契約の認定について
　まず、UCCの関連規定によって裏づけられる合意理論の構成を再確認し
よう（その全体像につき、本稿の第３章第４節第１項の図を参照のこと）。
UCCは、改正の前後を問わず、法的拘束力のある契約を段階的に認定する
構造を採る。UCC第１編の定義規定によれば、「契約」とは「当事者の合意
によって生じた法的な権利義務の総体」であり（第1‒201条12項）、そこで
いう「合意」には、当事者の文言に示された「明示の合意」と、裁判所に
より推量される「黙示の合意」の二つが念頭に置かれている（第1‒201条３
項）。また、UCC第２編の「契約の成立についての一般規定」（第2‒204条）は、
そこでいう明示・黙示の合意の構成要素を明らかにする。同条によれば、
契約当事者らは「合意を証明するに足りるものであればいかなる方法に
よっても」物品売買契約を締結することができ（１項）、契約の成立時期が
確定できない場合でも契約の成立は認められ（２項）、そして、当事者らが
「契約締結を意図し、かつ、適切な救済を与える基礎が合理的にみて確実に
存在する」ならば、全ての契約条項に合意している必要はない（３項）415）。
そして、同条３項における「契約を締結する旨の意思」が存在する場合には、
未決定条項が補充されることから、ここに「契約を締結する旨の意思」と
「契約内容に関わる意思」の二つが観念されていることが判る。
　そこで、まずは、当事者らの文言または行為から「契約を締結する旨の
意思」を確認し、それによって、契約の成立を前提としたUCCの諸規定の
規律対象となる。しかし、そこで認定された「契約」に、いかなる範囲で、
どの程度の効力を付与するかは別問題である。すなわち、詐欺防止法（第2
‒201条）によりその合意の強制力が問われ、口頭証拠準則（第2‒201条）や
「書式の争い」を規律する規定（第2‒207条）により、その合意の範囲が確
定される。UCCの契約解釈準則（第1‒303条）は、契約の成立を前提として、
合意の具体的な意味を確認し、また、欠缺条項を補充する役目を担う。非
良心性の法理（第2‒302条）もまた、いったんは成立した契約または契約条
項につき、非良心的と認定された部分を無効とするのである。
　以上のように、UCC第２編は、法的拘束力のある契約を段階的に認定す
る構造を採用し、まずは当事者らの「契約を締結する旨の意思」の存在に
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よって緩やかに契約の成立を捉え、その後、具体的な合意の範囲や効力を
確定していくという方法を採用しているのである。
第２項　合意の優越
　UCCが契約の拘束力の基礎を「合意」に求めていることは明らかである。
しかし、UCCには、「信義誠実」や「禁反言」に代表される「信頼」に関わ
る規範や、「非良心性」のように「公平性」に関わる規範も存在する。これ
らは合意に代わる契約の基礎を提供するものではなく、合意を基礎に成立
した契約を補完または修正する役目を担うにすぎない（本稿の第３章第５
節参照）。
　すなわち、「信義誠実」原則の適用範囲は「履行または履行の強制」の場
面に限定され、このことは同原則が契約上の義務を創出させる根拠とはな
らないことを意味している。信頼に基づく義務の創出を具体化させる「約
束的禁反言の法理」については、その適用可能性が否定されてはいないも
のの、元々、柔軟な契約成立ルールを提供する第２編においては、同法理
の適用が要請される場面はそもそも少なく、また、その適用を極力排除す
るような形で意図的に起草がされている。
　「非良心性の法理」は、非良心的と認定された契約または契約条項を全部
または一部無効とする制度であるが、そこで対象となるのは、合意に基づ
いて有効に成立した契約（またはその中の契約条項）である。契約上の義
務を創出させる契約成立段階においては、同法理に内在する公平性という
規範は考慮されないのである。
　以上のように、UCCの下では、自律的な規範とされる「合意」が中心に
据えられ、信頼や公平性といった諸規範（スタンダード）はそれに従属す
る構成をとっているのである416）。
第３項　合意の補完
　UCC第２編において、信頼や公平性といった他律的規範に対して「合意」
が優越するとはいえ、そこでいう合意は、法的に拘束力のある契約として
認定されるために、以下の諸規定によって補完されうる。
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（１）　契約の方式について
　まず挙げられるのが、本稿の第３章第３節で論じた、契約の方式に関す
る規定である。UCCの下では契約書は契約の成立要件ではないが、詐欺防
止法上の書面・記録要件を満たさない場合には、所定額以上の物品売買契
約の合意に強制力が与えられない（その場合でも任意の履行は有効とされ
る）。
　契約書の存在は契約の認定において重要となる。すなわち、第2‒201条の
詐欺防止法の下で求められる「書面（記録）」、また、第2‒202条の口頭証拠
準則の下で、合意の最終的な表示として意図された「書面（記録）」は、①
合意が存在したことの証拠として、②当事者らに熟考を促す道具として（結
果的に、その熟考が当事者らの外部に向けられた客観的な表示と内心の主
観的な意思（真意）との連結を強める）、また、③その合意が最終的な意図
であることを外部に表明する手段として機能する。契約の方式は、このよ
うにして契約の基礎となる「合意」を補完する役目を果たす。
　もっとも、これらの契約の方式に裏づけられた「書面（記録）化された
合意」が「現実の合意」を反映していない可能性があることも考慮にいれて、
詐欺防止法は、合意が存在したと推断できる他の要素（特別注文、訴答や
証言、部分的履行）がある場合には、同法の求める書面（記録）がなくと
もその契約を強制する。口頭証拠準則は、以下の（２）でも述べるとおり、
広く外部的証拠を参照して、書面（記録）化された合意を解釈、補充する
ことを認めている。
　以上のように、UCC第２編の下では、契約の方式に裏づけられた「書面
（記録）化された合意」を尊重すると同時に、それとは異なる「現実の合意」
が別に存在する可能性があることも考慮して、それを探究する姿勢が貫か
れているのである。
（２）　契約の解釈について
　次に、本稿の第３章第４節で論じた、UCCの契約解釈準則を定める第1‒
303条もまた、合意を補完するものである。UCCの下では、意思の確定や補
充に際して、必要に応じて「商慣習」（取引慣行）や「周囲の諸状況」（履
行の経過、取引の経過）といったコンテクストを考慮に入れる。
　契約の成否の場面では、「契約を締結する旨の意思」は契約の成立に不可
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欠の要素であるが、それが当事者らの用いた言葉により明示されている場
合は別として、それが当事者らの行為から黙示的に推測される場合には、
周囲の諸状況からその意味内容を確定するための契約解釈の作業が行われ、
「契約内容に関わる意思」についても、それが未定である場合には、やはり
裁判所による補充的解釈が行われる。
　また、合意内容を確定するという場面でも、契約の解釈が行われうる。
すなわち、「書式の争い」を規律する第2‒207条は、契約内容と対応する契
約条項を決定する上で、UCCの規定により補充、挿入される条項が契約内
容となる旨を規定し、それには「履行の経過、取引の経過、および取引慣行」
が含まれる。口頭証拠準則を定める第2‒202条もまた、原則として、当事者
らの「合意の最終的な表示」として意図された契約書以外の証拠を排除す
るが、例外的に、当事者らの「真意の探究」を目的として、履行の経過、
取引の経過、および取引慣行などの外部的証拠を用いて、当該合意の補充
および説明〔解釈〕を許容する。
　なお、近時、「法と経済学」のアプローチを重視するフォーマリズム学派
からは、コンテクストを取り込むUCCの契約解釈手法（組み込み戦略）に
対して批判が寄せられている。その一つとして、「契約当事者らは、両者の
関係が悪化し、訴訟に発展しうる状況では、裁判所によるコンテクストに
基づく解釈を望んでおらず、予め当事者らが書面化した契約条項による解
決を望む」ことを挙げているが、この批判に対しては、既にUCC第２編の
「契約の方式」に関わる諸規定（第2‒201条、第2‒202条）、また、書式の争
いを規律する規定（第2‒207条）において、同学派が重視する「書面化され
た契約条項」が十分に考慮されていることに留意する必要がある。また、
同学派は、「契約当事者間の合意に組み込むべき普遍的、統一的な慣習とい
うものは存在しない」と批判するが、これに対しては「そもそもUCCはそ
のような慣習を契約解釈の際に採用することを予定していない」との反論
が出されている。
（３）　合意の実相
　それでは、契約の方式や契約の解釈に関わる諸規定により補完された
UCCが基礎とする合意は、最終的にどのような性質を帯びたものと評価す
ることができるのであろうか。まず言えることは、UCCの下、客観的なコ
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ンテクストに基づく契約の解釈が実践されているとはいえ、このことが
「UCCの契約法理が意思主義的な解決方法を実践している」との評価と決し
て矛盾するものではないということである。すなわち、契約の認定におい
て、当事者らの「契約を締結する旨の意思」が存在することが出発点となり、
場合によって、契約の解釈に基づいて「契約内容に関わる意思」が確定さ
れることになるが、その場合でも、解釈の際に参照される客観的なコンテ
クストは当事者らの主観的な意思（共通の理解など）と密接に関連づけら
れている。このようにして理解されるUCCの契約法理は、二者択一的な伝
統的な「主観理論と客観理論」の対立項の枠組みにおいて説明しきれるも
のではない。むしろ、契約の主観的要素と客観的要素は対立しあうもので
はなく、相互に補完しあう関係にあるという見解の下で、把握されるべき
ものである。
　また、このような理解にたつ限り、意思理論と対峙される形で提唱され
てきた「関係的契約理論」とUCCの契約法理もまた、親和するものではな
い417）。同理論でいう、契約当事者らの社会関係から導かれる内在規範を契
約法規範に吸い上げるという側面がUCCの契約法理に見出せることは事実
である。「履行の経過、取引の経過、および取引慣行」といったコンテクス
トに基づく契約解釈の手法が正にそれである。しかし、繰り返しになるが、
契約の解釈は契約の成立を前提とした作業であり、そこでは当事者らの「契
約を締結する旨の意思」が最重要の要件と位置づけられている点において、
UCCは意思主義的解決を放棄していない418）。「関係」という他律的規範は、
合意を構成する「契約を締結する旨の意思」を補完するものにすぎない419）。
第４項　日本法への示唆
（１）はじめに
　本稿で論じたUCCの「合意を基礎とする契約法理」は、実定法の次元に
おいて、契約の基礎にある「合意」の概念と内容を規律しており、とりわけ、
近時、わが国で進められている民法（債権法）改正作業の議論において参
考にすべき点がある420）。
（２）　契約の成立について
　まず、契約の成否において、UCCが「契約を締結する旨の意思」を出発
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点としていることである（第2‒204条）。本稿の第３章第２節で論じたよう
に、UCC第２編の下、契約の成立については、申込と承諾に関する規定も
あるが（第2‒206条）、これはあくまでも合意の締結方法の一態様にすぎな
い。そして、伝統的な「申込・承諾」概念に代わって、「契約を締結する旨
の意思」の概念を上位におく。改正前後で変わらないこのUCC第２編の構
成は、同編が「契約の成否」という場面において、現代型取引にも対応し
うることを示している。
　すなわち、標準書式契約や電子商取引において、契約の成立の際、標準
書式（約款）や電子的代理人（コンピュータ）を用いる過程において、契
約当事者らの「意思」がどこに見出されるかが問題となるが、伝統的な「意
思」概念によっては必ずしも説明がつかない。第２編の下では、いずれの
契約の成否においても、まずは第2‒204条が適用され、そこでは「契約を締
結する旨の意思」が存在することが不可欠なわけであるが、この意思が要
求されることによって、UCCは、標準書式契約（約款）や電子商取引といっ
た現代型取引に対しても一定の説明を可能とするのである。
　標準書式契約は「同意された部分」（個別的同意）と「同意の中心部分を
取り巻くある種の同意されていない周辺部分」（包括的同意）によって構成
されていると理解するのが有力であるが、前者の個別的同意は、契約当事
者間での「現実の主観的な意思の合致」を示すものであり、後者の包括的
同意は、裁判所による客観的な解釈に基づいて見出される。
　電子的手段を用いた契約では、「電子的代理人（コンピュータ）間の相互
作用」と「電子的代理人と個人との相互作用」という二つの契約の成立形
態が想定されているが、電子的代理人それ自体は法的主体とは認められな
い。そこで、電子的代理人側の契約を締結する旨の意思は、「プログラミン
グや機械の利用」といった契約当事者の行為を含めたコンテクストから発
見されうる。電子的契約といっても、契約成立に関する一般規定（第2‒204
条）の適用を前提とするためである。
　わが国でも、契約の成立形態には伝統的な「申込・承諾型」のほかに「練
上げ型」があることは広く認知されている421）。この点につき、わが国の民
法（債権法）改正作業において、民法（債権法）改正検討委員会は、「契約
成立の基本原則」として、以下のような提案を出した422）。
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　この規定は、UCC第2‒204条に示されている「契約締結をする旨の意思」
と「契約内容に関わる意思」にそれぞれ対応しているが、二つの意思の優
先順位がUCCのそれとは逆転していることに留意する必要がある。すなわ
ち、UCCの下では契約締結の意思の認定が先で、その後に、補充的解釈な
どの作業を通じて契約内容の意思を確定する。それに対して、検討委員会
の上記提案は、原則として契約内容の意思が存在することが契約成立の前
提になり、その上で、契約締結の意思が独立した形で要求される場合を定
めている。しかし、「多様な契約成立パターンに通じる、契約成立のメタ・
ルールとして、『契約を成立させる合意』の存在を契約成立の要件として重
視している」ことに変わりがない点で本提案とUCCは共通しており423）、申
込・承諾ルールとは別個にこのような規定（とりわけ上記提案の＜２＞）
を日本民法典に設けることは、約款取引、電子商取引、継続的取引、また、
様々な形態をとりうる「多数当事者間の契約」における契約の成否にも説
明、対応が可能なものとなる424）。もっとも、わが国では、その後の法制審
議会における議論の中で、特に実務家からこのような契約成立に関わる一
般規定を設けることが困難であるとの意見が出され、最近出された「中間
試案」においては、上記提案を置くことが見送られた。しかし、このよう
な提案・規定が、現代型取引への対応という点で不可欠であることは、改
正前から存在するUCC第2‒204条の機能を鑑みても、明らかである。
（３）　契約の解釈について
　UCCの「契約の解釈」に関わる規定もまた、わが国で契約解釈の基本原
則を考えていく上で参考になる点がある。この点につき、わが国の民法（債
権法）改正作業において、民法（債権法）改正検討委員会は、「契約の解釈
についての基本的な解釈準則」として、以下のような提案を出した425）。
【3.1.1.07】（契約を成立させる合意）
＜１＞契約は、当事者の意思およびその性質に照らして定められるべき事項に
ついて合意がなされることにより成立する。
＜２＞前項の規定にかかわらず、当事者の意思により、契約を成立させる合意
が別途必要とされる場合、契約はその合意がなされたときに成立する。
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　以上の提案によれば、「本来的解釈」、「規範的解釈」そして「補充的解釈」
の順序で解釈の作業が進められることになる。UCCの契約解釈準則が参考
となるのは、規範的解釈や補充的解釈を行う際の基準である。本提案では、
抽象的な通常人（合理人）ではなく、契約当事者らが「当事者が当該事情
のもとにおいて合理的に考えるならば理解したであろう意味に従って」規
範的解釈を行い、また、「当事者がそのことを知っていれば合意したと考え
られる内容が確定できるときには、それに従って」補充的解釈をするとい
うように、当該当事者に視座を捉えた解釈基準が志向されている426）。この
点につき、本提案が出される過程において、上記の規範的解釈につき、「『合
理的に考えたならばこう理解したであろう』という判断の仕方が、『抽象的
通常人』を主体として想定するのでなく、『具体的当該当事者』を主体とし
て想定することで、構成として解りにくくなる」、「…この構成は、１つの
非常に意思主義的なフィクションを社会的・規範的解釈の中に持ち込むも
のだ」との批判が出された427）。
　UCCの契約解釈準則は、本提案と同様に、抽象的な通常人ではなく、具
体的な当該当事者を解釈の際の主体として捉えており（第1‒303条）、上記
の「意思主義的なフィクションを…持ち込む」という批判に対して一定の
説明づけが可能である。すなわち、当事者の言葉や行為から導かれる「契
約を締結する旨の意思」を中核としつつ、「履行の経過、取引の経過、およ
【3.1.1.40】（本来的解釈）
　契約は、当事者の共通の意思に従って解釈されなければならない。
【3.1.1.41】（規範的解釈）
　契約は、当事者の意思が異なるときは、当事者が当該事情のもとにおいて合
理的に考えるならば理解したであろう意味に従って解釈されなければならない。
【3.1.1.42】（補充的解釈）
　【3.1.1.40】および【3.1.1.41】により、契約の内容を確定できない事項が残る
場合において、当事者がそのことを知っていれば合意したと考えられる内容が
確定できるときには、それに従って解釈されなければならない。
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び取引慣行」といった客観的なコンテクストに基づく契約解釈により、契
約の成否や合意内容を確定する場合、そこでいう客観的な解釈は決して当
事者らの「主観的な意思（真意）の放棄」を意味しない。コンテクストに
基づいて契約解釈を実施する場合でも、当事者らの現実の意思を反映する
度合いに比例して、履行の経過、取引の経過、そして、取引慣行の順に優
先関係を定めている。さらに、解釈の指針となりうるこれらの諸概念を詳
細にみていくと、当事者らの主観的な意思との連結も考慮されている。す
なわち、「履行の経過」や「取引の経過」を用いて契約を解釈する際には、
当事者間の「共通の理解」が要求されるが、この要件こそが、当事者らの
真意の探究につながる。より客観的な性格を帯びている「取引慣行」につ
いても、契約当事者らが、特定の取引慣行の存在と意味を理解している限
りにおいて、それは当事者らの主観的な理解に置き換えられ、ひいては、
当事者らの主観的な意思を明らかにすることにつながる。
　わが国では、本提案が出された後、法制審議会における議論の中で、抽
象的な通常人を基準としているのが実務であるとの意見が出されたが、最
近出された「中間試案」においては、具体的当事者を主体とした、上記提
案と類似した規定が置かれた428）。これは、UCCの契約解釈準則と方向性を
同じくするものである。
第５節　結語
　前稿では429）、1951年に成立したUCCの起草過程と起草者意思の分析を通
じて、また、その前後に出された二つの契約法リステイトメントとの比較、
関連づけを通して、UCC第２編に見出される「合意理論」の生成過程を、
いわば歴史的考察に基づいて明らかにした。そこでは、「約因の交換的取引
理論」を基礎とするコモン・ローの伝統とは異なる契約法理が見出せるこ
と、また、当事者の意思を重視、尊重した契約ルールが数多く定められて
いることを論じた。
　本稿は、その補論として、15年に及ぶUCC第２編の改正作業の経緯と成
果を踏まえて、いわば「合意理論」の現代的な展開を検討し、その評価を
行った。その結果、改正の前後でUCC第２編の合意理論の位置づけ、内容、
評価について特段の変更がないと結論づけた。さらに、UCCの法源として
の位置づけ、そこから導き出される思考様式を考慮に入れて、「契約の成
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立」、「契約の方式」、「契約の解釈」および「信頼や公平性に関わる諸規範」
に関わる関連規定を有機的一体的に位置づけて論じることで、合意理論を
支えるUCC第２編の構造そのものを明らかにしようと試みた。
　もっとも、UCCそれ自体は、各州の法律の統一化を促進するために作成
された統一法（モデル法）にすぎず、それは、各州の議会により採択され
ることで、個々の裁判所がUCCの条文を適用することが可能となり、そこ
で、UCCの条文解釈をめぐる判例法が形成されていくことになる。そして、
UCCは、法の欠缺に際して、法典の目的・方針に照らして拡張・類推解釈
を行なうことを推奨し、また、紛争解決に関わる一般的な指針を提供し、
実質的な判断はそれを適用する裁判所の裁量に委ねる。このことは、契約
の認定、契約の成否、また、契約の解釈といった本稿で取り上げた問題に
も該当する。従って、今後の課題としては、UCCの関連条文を適用した各
州の判例法を分析することで、本稿で取り上げた諸問題が現実の契約紛争
をどのように規律されているのかをより具体的に明らかにしていくことに
あろう。
　注
353）　本稿の注（367）を参照されたい。
354）　第二次契約法リステイトメント第205条〔信義誠実および公正取引の義
務〕：「すべての契約は、その履行および強行にあたって、信義誠実および公正
取引の義務を各当事者に課す。」（訳は、松本・前掲注（206）に拠る）。
Restatement (Second) of Contracts, §205 (1981).
355）　アメリカ契約法上の信義誠実をめぐる論争については、吉田・前掲注（67）
202頁、特に205頁以下、円谷・前掲注（71）130頁、特に133頁以下、また、船越
優子「コモン・ローにおける信義誠実の原則の展開」神戸法学55巻２号229頁、
特に259頁以下（2005）が詳しい。また、拙稿（3）・前掲注（1）213頁（注70）も
参照されたい。
356）　改正前の第2‒103条（b）項、第2A‒103条（3）項、第3‒103条（a）項（4）号（改正
後の第3‒103条（a）項（6）号）、第4‒104条（c）項、第4A‒105条（a）項（6）号、第8‒
102条（a）項（10）号、および、第9‒102（a）項（43）号を参照されたい。
357）　残る第６編と第７編には信義誠実に関する規定が置かれていなかったが、
改正第6‒102条のコメント２は「本編は第１編における『信義誠実』の定義を
採用する。」と述べており、2003年に改正された改正第７編においても、その
第7‒102（a）（6）において、広義の定義が採択されることとなった。今なお狭義
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の定義を採用するのは第５編だけだが、そのことは改正第1‒201条20項におい
て「第５編で別に定められた場合を除き」という文言に反映されている。
358）　例えば、フランチャイジーがフランチャイザーの行動に不満を述べたり、
売主の生産量を購入する買主（output buyer）が売主の実際に提供した量が多
すぎる、少なすぎると不満を述べるようなことが想定しうる。
359）　WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 20.
360）　SummersとWhite自身、「我々は共に信義誠実の定義について論じたことは
あるが、この概念を定義づけられるほど自らの能力に楽観的ではない」と告白
している。Id. at 19. 両者のいう論文とは、Summers, “Good Faith” in General 
Contract Law and the Sales Provisions of the Uniform Commercial Code, 54 VA. L. 
REV. 195 (1968)、および、White, Good Faith and the Cooperative Antagonist, 54 
SMU L. REV. 679 (2001) である。
361）　Id. at 22.
362）　なお、第1‒304条のコメント２は、「統一商事法典の対象とする契約および
義務の『履行および強制』には、統一商事法典により創出される権利の行使が
含まれる。」と述べており、同条は、権利と義務の行使の両方において信義誠
実義務を課す。UCC §1‒304, cmt. 2 (2005). 例えば、売買契約の下、売主が買
主に不適切な物品を引き渡した場合において、商人たる買主は、第2‒601条に
基づきその全部または一部を拒絶または受領する「権利」を有すると同時に、
第2‒603条に基づき、拒絶した物品の保管等に関して信義誠実に基づく注意「義
務」を負う。権利（第2‒601条）の方には信義誠実への言及はないが、第1‒304
条のコメント２に従い、当然に要求されるものだと理解される。HAWKLAND, 
supra note 23,§1‒304:1, at 265.
363）　第1‒304条のコメント１の冒頭でも、「本条は統一商事法典に一貫して適用
される基本原則を定める。その原則とは、商取引において、信義誠実があらゆ
る合意または義務につき、その履行または強制において要求されるというもの
である。」ことが強調されている。UCC §1‒304, cmt. 1 (2005).
364）　HAWKLAND, supra note 23,§1‒304:1, at 273.
365）　同条のコメント１によれば、「本条は、信義誠実に基づき履行または強制
をしなかったことに対する別個の訴訟原因を提供するものではない。むしろ、
本条が意味するところは、契約の下での特定の義務を信義誠実に基づいて履行
または強制しなかったことが、その契約の違反を構成し、または、特定の状況
下では、救済としての権利または権限を行使しえなくさせることにある。この
区別は、信義誠実の原則が、たんに、裁判所に対して、商業上のコンテクスト
の中で、成立、履行および強制された契約を解釈することを指示するにすぎな
いものであり、そして、同原則は、独立した違反と構成されうる公平性および
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合理性という別個の義務を創出させるものではないことを明らかにさせる。」。
UCC §1‒304, cmt. 1 (2005). 
366）　Ibid.
367）　HAWKLAND, supra note 23,§1‒304:1, at 263, n.9.　具体的には、UCC第2‒
305条〔代価が未定の契約〕、第2‒306条〔全生産量供給契約、全必要量供給契
約および排他条件付取引〕、第2‒311条〔履行に関する選択の余地および協力〕、
第2‒323条〔海外向けの積出しに必要とされる運送証券の方式、「海外向け」の
意義〕、第2‒328条〔競売による売買〕、第2‒402条〔売主の債権者が売却された
物品に対して有する権利〕、第2‒403条〔譲渡する権能、物品の誠実な任意取得
および「委託」〕、第2‒506条〔金融機関の権利〕、第2‒603条〔正当に拒絶した
物品に関して商人たる買主が負う義務〕、第2‒615条〔契約の前提条件喪失とい
う不履行の免責事由〕、第2‒702条〔買主の債務超過を知ったときに売主に認め
られる救済方法〕、第2‒706条〔売主の再売却の権利および再売却契約を結ぶ権
利〕、および第2‒712条〔「代品入手」、買主による代品取得〕である。なお、こ
こで引用されているのは第２編改正前の13条だが、このうち第2‒323条は今回
の2003年改正で削除されている。
368）　信義誠実義務に関する一般規定と特別規定の関係をめぐっては、以下の３
通りの解釈があるといわれる。HAWKLAND, supra note 23,§1‒304:1, at 260.
　　第一に、一般規定たる第1‒304条は何かを具体的に定めることを意図してい
ないため、履行または強制に関わる信義誠実義務は、あくまでも特別規定の下
で同義務を具体的に課している場合にのみ生じるという解釈である。しかし、
この解釈は本文で述べたように同条のコメントにより明確に否定されている。
　　第二に、履行または強制に関わる特別規定における信義誠実義務は、一般規
定たる第1‒304条を前提として、さらに追加的な要件を課すものであり、従って、
当事者らは、同条の一般的要件だけでなく、特別規定の要件をも満たさなけれ
ばならないという解釈である。例えば、Farnsworthは、改正前の第2‒311条〔履
行に関する選択の余地および協力〕１項を例に以下のように説く。すなわち、
ある売買契約において未決定の履行の細目を特定しなければならない商人たる
売主は、①一般規定の下、同人が「事実として誠意がある」との要件を満たさ
なければならず、かつ、②同人が商人であるために「公正取引という合理的な
商業上の基準」も遵守しなければならない。そして、③特別規定の下、「信義
誠実に、かつ、商業上の合理性により定められた制限内で」行為することが求
められる。Farnsworth, Good Faith Performance and Commercial Reasonableness 
under the Uniform Commercial Code, 30 U. CHI. L. REV 666, 676 (1963). 
　　第三に、特別規定でいう信義誠実義務は、そこで包含される事柄と関連する
場面でも信義誠実への考慮が働くという可能性を強調するものであって、それ
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を示しているのが一般規定たる第1‒304条であるという解釈である。Hawkland
によれば、「第2‒311条における信義誠実への言及は、それゆえに、余計であるが、
冗長な文言は、必ずしも非難されたり、無視されるべきものではなく、それは
読み手に一定の重要なことを想起させるという有益な機能を果たすものであ
る。」。HAWKLAND, supra note 23,§1‒304:1, at 263.
369）　第1‒304条のコメント1の第二文以下は、「当該義務は統一商事法典の特定
の諸規定において明示的に定められているが、当該義務の適用可能性はこれら
の状況よりも広く、そして、本条〔第1‒304条〕で規定されるように、本法の
対象とする契約または義務について一般的に適用される。それは、さらに、取
引の経過、履行の経過および取引慣行を定める第1‒303条により実施される。」
と述べている。UCC §1‒304, cmt. 1 (2005). 
370）　約束的禁反言の法理の生成と展開につき、拙稿（1）・前掲注（1）101頁以下。
371）　UCCと約束的禁反言の法理の関係につき、拙稿（2）・前掲注（1）62頁以下。
372）　谷原修身「Unconscionabilityの法理‐歴史的考察」南山大学アカデミア経
済経営学編46号69、83頁（1975年）。
373）　UCC§§2‒302 (1995), 2‒302 (2005).
374）　UCC第2‒302条、コメント１：「基本となるテストは、一般的な取引の背景、
および、個々の取引ならびに事案の商業的ニーズに照らして、関係する条項ま
たは契約が、契約締結時の諸事情の下、非良心的なものとして一方的なものか
どうかである。」。UCC§§2‒302, cmt.1 (1995), 2‒302, cmt.1 (2005).
375）　UCC第2‒302条は、UCCの全規定の中でも最も激しく論争が繰り広げられ
た規定であるといわれる。論争の経緯については、谷原修身「Unconscionability
の法理の分析（1）（2）－学説を中心として」南山大学アカデミア経済経営学編48
号、50号（1975‒76年）、大村敦志「『非良心性』法理と契約正義」『日本民法学
の形成と課題上』（有斐閣、1996年）507頁が詳しい。
376）　Williams v Walker-Thomas, 350 F.2d 445, 449 (D.C.Cir. 1965). 最近でも、こ
の定義はしばしば再述されている。A & M Produce v. FMC Corp., 135 Cal. App. 
3d 473, 486, 186 Cal. Rptr. 114 (1982), Siemens Credit Corp. v. Newlands, 905 F. 
Supp. 757, 764 (N.D. Cal. 1994) など。
377）　FARNSWORTH, supra note 10,§4.28, at 582.
378）　Id. at 583. 
379）　UCC§§2‒302, cmt.1 (1995), 2‒302, cmt.1 (2005).
380）　DIMATTEO, supra note 92, at 39.
381）　Siemens Credit Corp. v. Newlands, supra note 376, at 765.
382）　FARNSWORTH , supra note 10, at 585. 
383）　Id at 585, n.31.
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384）　Murray, infra note 409, at 607.
385）　WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 46‒47.
386）　「1997年２月草案」第1‒306条〔非良心的契約または条項〕：「（a）裁判所は、
法律問題として、合意または合意中のいずれかの条項が契約締結時において非
良心的なものであった、もしくは、非良心的な行為によって誘引されたと認定
した場合には、契約の効力を否認すること、または非良心的な結果を避けるた
めに非良心的な条項の適用を制限すること、のいずれかを行うことができる。
（b）（a）項の下で非良心性を認定する前に、裁判所は、当事者の申立てに基づき、
その合意もしくは合意中の条項、またはその行為に関する背景、目的および効
果に関する証拠を提示する合理的な機会を与えなければならない。」。UCC §1
‒306, February 1997 Draft (http://www.uniformlaws.org/shared/docs/ucc1/
ucc1297.pdf).
387）　WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 47.
388）　Ibid.
389）　Ibid.
390）　「1995年10月草案」UCC第2‒206条：「（a）（b）項に定める場合を除き、当事
者の合意の一部またはすべてを標準書式が表示し、かつその書式を用意しな
かった当事者が、合意前ないし合意後相当の期間内に、当該書式を検討する機
会を得た後で署名または行為により同意している場合には、その標準書式に同
意を表示した当事者は、〔選択肢Ａ〕当該書式の全ての条項を採用したものと
する。但し、非良心的な条項については、この限りでない。〔選択肢Ｂ〕当該
書式の全ての条項を採用したものとする。但し、相手方が現実に関心を向ける
ことはなかったものの、仮に関心を向けていたならばその契約を相手方は拒否
したであろうと、書式を用意した当事者の認識するところであった条項につい
ては、この限りでない。〔選択肢Ｃ〕当該書式の全ての条項を採用したものと
する。但し、相手方が現実に関心を向けることはなかったものの、仮に関心を
向けていたならばその契約を相手方は拒否したであろうと、書式を用意した当
事者に知るべき理由があるような条項については、この限りでない。」、「（c）（a）
項の下で採用された条項は、当該標準書式に同意を表示した当事者が、個々の
条項を認識または理解をしていなくとも、更には当該書式を現実に読んでいな
くとも、契約の一部となる。」（訳は、三枝（四）・前掲注（46）116‒117頁に拠る）。
UCC§2‒206 (Draft, October, 1995), WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 202‒
203.
　　なお、WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 203は、「1995年10月草案」の第
2‒206条につき、以下のように整理する。「…、第2‒206条は、起草委員会の議
論を基にした1994年12月草案を修正するものである。選択肢Ａは1995年１月の
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会合で実質的な支持を受けた。選択肢Ｂは第2‒2203（ライセンス）に由来する。
選択肢Ｃは、第二次契約法リステイトメントの第211条（C）を模範とするが、そ
の当事者がそのような書式を通常使用している場合を除いて要求されないとい
う点を除く。」、「1995年の起草委員会からのメモによれば、1995年10月草案の
選択肢Ａが採用された。従って、標準書式への同意が、それを検討する機会を
得た後で表示された場合には、その標準書式のあらゆる契約条項が、それが非
良心的なものである場合を除いて、採用されたものとする。1995年10月の選択
肢ＢとＣは、書式を提出した当事者が、同意する当事者の注意を喚起すべきで
あったが、それを欠いたような状況の下での特定条項を排除するというものだ
が、それらは拒絶された。以後の変更は、第2‒206条の射程と効果を明確化す
ることが予定された。」。
391）　PICC第2.20条〔不意打ち条項〕：「（1）雛形条項に含まれている条項であっ
て、他の当事者に期待させることが相当ではないという性質の条項は、すべて
その効力を有しない。ただし、他の当事者が明示的に同意している場合にはこ
の限りでない。（2）ある条項が前項のような性質を有するかどうかを決定する
に際しては、その内容、言語、および、表示が考慮されなければならない。」（訳
は、廣瀬・前掲注（187）に拠る）。PICC§2.20 (1994) (2004).
392）　「1995年10月草案」UCC第2‒206条：「（b）消費者が行為または署名その他に
より同意を表示した標準書式中の条項は、それが当該消費者の合理的に予期し
えないものである場合は、契約の一部とならない。但し、当該当事者がその条
項を明示的に同意している場合はこの限りではない。ある条項がそのような性
質のものか否かを決定する際は、その内容、文言、および表示方法を考慮しな
ければならないものとする。」（訳は、三枝（四）・前掲注（46）116‒117頁に拠る）。
UCC§2‒206 (Draft, October, 1995), WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 202‒
203.
393）　WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 204.
394）　「1999年７月草案」第2‒105条（a）（b）（訳は、三枝（五・完）・前掲注（46）
223頁に拠る。なお、同論文ではこれを「1999年５月草案」の条文として紹介
しているが、これは「1999年７月草案」である。）。UCC§2‒105 (Draft, July 23
‒30, 1999) (http://www.uniformlaws.org/shared/docs/ucc2and2a/ucc2_am99.
pdf).
395）　WHITE & SUMMERS, supra note 9, at 205は以下のように指摘する。「リベ
ラルな裁判所が、仲裁または責任制限に関する定型的文言による条項（boiler-
plate term）が『契約の基本的な目的を消失させる』、『明示条項と矛盾する』ま
たは『明らかに不合理なものである』と認める可能性があることを想像するの
は容易である。これらの諸規定は、自動車メーカーやジェネラル・エレクト
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リック（General Electric）を追い詰めるであろう。これらの諸規定を伴った草
案が普及されれば、製造業者から、自動車小売りの販売業者、全国の商人らま
で、あらゆる種類の取引相手が反対したことであろう。1999年の統一州法委員
全国会議（NCCUSL）の年次総会のフロアーで第2‒105条（b）項を修正する提案
は失敗であったと我々の一人は認識しており、それは、NCCUSLの指導者らに、
その会議で出された草案は各州で採択されないはずであり、そして、そのフロ
アーから第２編の改正全体を撤回する必要があると判断させることとなったた
めである。」。
396）　UCC§2‒302, cmt.1 (2003).
397）　Wiseman, The Limits of Vision: Karl Llewellyn and the Merchant Rules, 100 
HARV. L. REV. 465, 492 (1987); Threedy, Liquidated and Limited Damages and the 
Revision of Article 2: An Opportunity to rethink the U.C.C.’s Treatment of Agreed 
Remedies, 27 IDAHO L. REV. 427, 430 (1990‒91).
398）　Miller, Consumers and the Code: The Search for the Proper Formula, 75 WASH. 
U. L.Q. 187, 190 (1997). 同論文において、改正前のUCC第２編における「商人
ルール」の例として、第2‒104条（1）項と（3）項における「商人」および「商人間」
の定義、第2‒201条（2）項で規定する詐欺防止法上の商人に対する特則、第2‒
209条（2）項で規定する契約の変更および合意解除における商人に対する特則、
および、第2‒314条（2）項で規定する黙示の保証における「物品の商品性」に関
する要件が挙げられている。Id. at 190, n.11.
399）　関連する制定法につき、本稿の注（44）を参照されたい。
400）　Rubin, The Code, the Consumer, and the Institutional Structure of the Common 
Law, 75 WASH. U. L.Q. 11, 12‒13 (1997).
401）　UCC第２編の改正作業中の各種利益団体間の意見調整の困難さについて言
及したものとして、Rusch (1999), supra note 15, at 1687, 1690がある。
402）　Rusch (1998), supra note 15, at 2073.
403）　Rubin, supra note 400, at 13.
404）　Miller, supra note 398, at 212.
405）　UCC第２編の「…、幾つかのルールは、裁判所が約束的禁反言を通じて早
期に救済を与えてきた諸問題を解決するために意図的に起草されたものに思え
る。それによって、信頼の適用可能性を弱め、そして、合意理論が中心である
ことを強固なものとさせているのである。」。Rosen, supra note 74, at 1222.
406）　「裁判所は『伝統的な』合意理論の分析に着手した後にのみ非良心性の分
析に移行する。契約上の義務が存するかどうかに関する最初の決定には、その
交換の公平性を評価することと関係がない。むしろ、同法典の文言と一致すべ
く、裁判所は、実質的に公正な交換を保証させることを求めず、甚だしく不公
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正な結果を回避するために介入する必要があるにすぎない。」。Id. at 1229.
407）　Id. at 1224.
408）　ALIのウェブサイト（http://2011am.ali.org/updates.cfm）において2003年
版UCC第２編への撤回が表明されている。なお、本サイトにおいて同表明が出
されていることについては、北海道大学の曽野裕夫教授から御教示して頂いた。
この場を借りて御礼を申し上げる。
409）　Symposium: Amended Article Two: Reversing the Curse?, 52 S. TEX. L. REV. 
593 (2010‒2011). そこに所収されている５つの論文は以下の通りである。Miller, 
What Can We Learn from the Failed 2003‒2005 Amendments to UCC Article 2? (Id. 
at 471); Gabriel, 2003 Amendments of Article Two of the Uniform Commercial 
Code: Eight Years or a Lifetime after Completion (Id. at 487); Burnham, Thoughts 
on the Withdrawal of Amended Article 2 (Id. at 519); Towle, Enough Already: It Is 
Time to Acknowledge that UCC Article 2 Does Not Apply to Software and Other 
Information (Id. at 531); Murray, Revised Article 2: Eliminating the Battle and 
Unconscionability (Id. at 593).
410）　曽野裕夫「民法改正の動向（3）アメリカ・国際的法統一」内田貴＝大村敦
志編『民法の争点』（有斐閣、2007年）35頁によれば、「今回の改正は、他国に
おける民法典改正と比較すると小規模なピースミールなものにとどまっている。
もともとUCC第２編は、契約締結時において将来の権利義務関係を固定してそ
の逸脱を認めない静態的・形式的思考（「現在化」）を１つの特徴とする『古典
的契約法』ではなく、柔軟な動態的・実質的思考を特徴とする『新古典的契約
法』を基本原理とし（…）、1999年の草案までは先進的な改正への期待感があっ
たことからすれば、その試みが阻まれたことは惜しまれる。しかし、各国の民
法典改正に影響を与えている国際的法統一の体系と原理（…）は、すでに1950
年代に起草されたUCC第２編に少なくとも萌芽的には現れているのであり、当
初から、UCC第２編は1990年代以降の各国の動向を先取りしたものであったと
もいえる。」。
411）　いわゆる「書式の争い」を規律するUCC第2‒207条が全面的に修正された
ため、同条に関しては2003年版の撤回による影響は大きい（合意内容の確定に
おいて、「最初の書式」が優先するのか、「相打ちルール」が採用されるのかと
いう問題が復活することになる。詳しくは本稿の第２章第３項の（２）を参照
されたい）。Gabriel, supra note 409, at 505. しかし、既存の第2‒207条に戻った
としても、UCC第２編の契約成立ルールに何ら影響を及ぼすものではない。
Miller, supra note 409, at 474. 
　　また、詐欺防止法を定めるUCC第2‒201条についても、2003年版の撤回によ
り、同法が適用される物品売買契約が500ドル以上のものから5000ドル以上の
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ものに引き上げられるとする規定、また、同法の要件を満たさない契約につき
約束的禁反言が適用されることを明示した規定が失われたことによる影響が考
えられるが（本稿の第３章第２項を参照されたい）、それがどの程度の影響を
及ぼすものかは不明であるとの指摘もある。Gabriel, supra note 409, at 506. 
412）　拙稿「英米法における新たな法典化運動の展開─契約法およびその周辺領
域を中心に─」横浜国際経済法学第20巻第３号89頁（2012年）
413）　わが国において、UCC第２編の規律対象が「物品売買契約」に限定される
と一般的に理解（誤解）されているのは、第２編に「売買」の名称が付されて
いることと、同編の前身が「1906年統一売買法」に求められ、さらに遡れば、
それがイギリスの「物品売買法」を模範としているという歴史的経緯に基因し
ているためだと思われる。
414）　その場合には、改正UCC第1‒103条（b）項（改正前のUCC第1‒103条）により、
コモン・ローおよびエクイティの諸法理がUCCを補充する。
415）　その場合でも「数量」と「物品の説明」に関する要素には予め合意してい
なければならない。
416）　本稿の筆者は、別稿で、英米法系諸国における法典化運動の中でUCCを位
置づけた際、「UCCには、それが制定された当時には予期しなかった法的問題
が登場したとしても、それに対応できるだけの自律的な法形成を促す機能があ
る。すなわち、UCCは、合理性、信義誠実、非良心性といった一般的な指針（条
文）を提供（規定）し、実質的な判断はそれを適用する裁判所の裁量に委ねる
わけである。このような姿勢は、従来の英米法系諸国における法典には見出さ
れなかったことである。」と論じた。拙稿・前掲注（412）114頁。他方で、UCC
の契約法理の解明を目的とした本稿においては、信義誠実や非良心性といった
スタンダードは、合意を基礎とした契約を補完する機能しか有さないことを強
調している。スタンダードに関するこの二つの評価は決して矛盾するものでは
ない。両者は別次元の問題である。
417）　関係的契約理論につき、内田貴『契約の再生』（弘文堂、1990年）223頁以下、
同『契約の時代』（岩波書店、2000年）29頁以下。
418）　拙稿（4・完）・前掲注（1）134頁の注62 で引用・紹介したが、曽野（下）・前
掲注（20）1324頁以下（特に1327‒29頁）の「関係的契約理論」と「UCCの契約
法理」の関係を論じた箇所を参照されたい。
419）　河上正二『民法学入門　民法総則講義・序論［第２版］』（日本評論社、
2009年）95頁において、河上教授は「関係的契約理論は、意思理論に対するア
ンチ・テーゼとして問題提起されたものであるが、むしろ意思理論を補完する
ものと見るのが適切であり、とくに継続的な契約関係や信認関係が問題となる
ような契約を分析するにあたって有益な示唆を与えている。」と主張する。
　（　　）　48巻２号　（2014. １）79
（　　）54 改正 UCC第２編における「合意」を基礎とする契約法理（5・完）
420）　周知のごとく、2006年に私的な研究会組織として民法（債権法）改正検討
委員会が発足し、2009年に「債権法改正の基本方針」が公表された。その後、
2009年には、法制審議会に「民法（債権関係）部会」が設置され、その審議内
容を踏まえて、2011年に「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理」
が、2013年には「民法（債権関係）の改正に関する中間試案」が公表されている。
また、これらの改正提案や試案をめぐる検討や対案が他の研究会や弁護士会か
ら出されており、一連の民法（債権法）改正作業に関連する法律雑誌上の特集、
個別の著書や論文も多数公表されている。
421）　この問題につき、池田清治『契約交渉の破棄とその責任－現代における信
頼保護の一態様』（有斐閣、1997年）195頁以下が詳しい。
422）　民法（債権法）改正検討委員会編『債権法改正の基本方針』別冊NBL126
号（商事法務、2009年）93頁。
423）　松尾弘『民法改正を読む　改正論から学ぶ民法』（慶應義塾大学出版会、
2012年）100頁。
424）　中舎寛樹「多角的法律関係の法的構造に関する覚書」法政論集227号185頁
（2008年）は、多数当事者間で「契約内容が異なる複数の契約」が結ばれ、こ
れらが「社会的・経済的一体性」を有している取引関係が成立する「複合取引」
を対象に（186頁）、これらの取引には「申込みと承諾により契約が成立し契約
の相手方に対して権利義務を負うという契約成立論に合致しない」が、「多数
当事者間の『合同行為的』な意思表示によって契約が成立する」ことを認めれ
ばよいと提言する（211頁）。
　　また、伊藤進「『多角的法律関係』規律のための法理形成試論」椿＝中舎編『多
角的法律関係の研究』（日本評論社、2012年）461頁は「ファイナンスリース取
引やフランチャイズ取引のような現代多角関係を規律するための法理の探求が
目的である。現代多角関係を規律する手法としては、『効果意思』に基づく『個
別取引契約』次元での規律と、『関与意思』に基づく『全体取引システム』次
元からの規律という重層的規律の必要性を提言する」。
425）　民法（債権法）改正検討委員会編・前掲注（422）122‒124頁。
426）　民法（債権法）改正検討委員会編『詳解　債権法改正の基本方針II契約お
よび債権一般（1）』（商事法務、2009年）152頁。
427）　民法（債権法）改正委員会「全体会議（第４回）議事録」（2007.12.25）86頁以
下（森田修発言）（http://www.shojihomu.or.jp/saikenhou/shingiroku/gijiroku004.
pdf）。
428）　中間試案の「第29　契約の解釈」によれば、「１　契約の内容について当
事者が共通の理解をしていたときは、契約は、その理解に従って解釈しなけれ
ばならないものとする。
48巻２号　（2014. １）　（　　）78
論　　説（　　）55
　　２　契約の内容についての当事者の共通の理解が明らかでないときは、契約
は、当事者が用いた文言その他の表現の通常の意味のほか、当該契約に関する
一切の事情を考慮して、当該契約の当事者が合理的に考えれば理解したと認め
られる意味に従って解釈しなければならないものとする。
　　３　上記１及び２によって確定することができない事項が残る場合において、
当事者がそのことを知っていれば合意したと認められる内容を確定することが
できるときは、契約は、その内容に従って解釈しなければならないものとする。
　　（注）契約の解釈に関する規定を設けないという考え方がある。また、上記
３のような規定のみを設けないという考え方がある。」。商事法務編『民法（債
権関係）の改正に関する中間試案の補足説明』（商事法務、2013年）359頁。
429）　拙稿（1）～（4・完）・前掲注（1）。
